（参考／記載例）
　※本書式は記載例ですので，ご自身の申告書の作成に当たっては，不要な文字や例文を削除するなど，適宜修正してください。

業務及び財産の状況に関する申告書

１　これまでの業務活動（活動分野等）の概要
外国法事務弁護士として登録を受けた日から　　年間，原資格国法に基づき，主に次に関する案件に携わってきました。
①　

②

③

　
２　今後の活動分野及び活動予定期間

※　今後も引き続き，上記１の分野において依頼者に対する助言を行っていく予定です。

※　今後は，上記１の分野に加えて／上記1の分野とは異なり，主に次の分野の業務に携わっていく予定としています。
①

②

③
※　活動予定期間は次のとおりです。

○　雇用期間　　　　　　年　　　　　月まで

○　特に期限はない。

○　その他　　（例：プロジェクト終了まで）　　      

３　事務所の名称・所在

※　企業内弁護士として勤務している場合は，企業名も併せて記載（例：「○○株式会社内」）してください。
事務所の名称　　　　　　　　　　　                   
事務所の所在地　

〒　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号・FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　事務所の体制（　　　　）

（上記括弧内には，例えば，「被雇用」，「単独開業」，「外国法事務弁護士と共同経営」，「外国法共同事業を共同経営」等該当する事務所の体制を記載してください。）
※　弁護士，弁護士法人，外国法事務弁護士又は外国法事務弁護士法人に雇用されている場合

①　雇用主（弁護士，弁護士法人，外国法事務弁護士又は外国法事務弁護士法人）の氏名（又は名称）
     　 ②  事務所の構成員（雇用主及び本人を除く。）
ⅰ　事務所を同じくする弁護士の人数　　　　　
ⅱ　事務所を同じくする他の外国法事務弁護士の人数　　　　
ⅲ　雇用している事務員のうち，外国弁護士となる資格を有する者の人数
　　　　　
　※　単独開業している場合

○　事務所の構成員（雇用主である本人を除く。）

ⅰ　事務所を同じくする弁護士の人数　　　　　
ⅱ　事務所を同じくする他の外国法事務弁護士の人数　　　　
ⅲ　雇用している事務員のうち，外国弁護士となる資格を有する者の人数　
　　　　　
※　他の外国法事務弁護士と共同経営している場合

      　①　共同経営者である外国法事務弁護士の氏名

    　　②  事務所の構成員（共同経営者及び本人を除く。）
ⅰ　事務所を同じくする弁護士の人数　　　　　
ⅱ　事務所を同じくする他の外国法事務弁護士の人数　　　　
ⅲ　雇用している事務員のうち，外国弁護士となる資格を有する者の人数
　　　　　
※　他の弁護士，弁護士法人と共同経営している場合（外国法共同事業を共同経営）
      　①　共同経営者である弁護士，弁護士法人の氏名（又は名称）
    　　②  事務所の構成員（共同経営者及び本人を除く。）
ⅰ　事務所を同じくする弁護士の人数　　　　　
ⅱ　事務所を同じくする他の外国法事務弁護士の人数　　　　
ⅲ　雇用している事務員のうち，外国弁護士となる資格を有する者の人数
　　　　　
※　その他の場合
上記に準じた事項の説明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　外国のロー・ファームへの所属

　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　依頼者に与えた損害を賠償する能力及び所属事務所等の財産的基盤に関する事項
（例）所属している事務所が加入している保険による場合

所属している事務所が加入している賠償責任保険により担保されています。同保険は，定期的な更新契約もなされており，十分な賠償能力が維持されています。

所属している事務所の収支及び資金計画等の財政的基盤に問題はありません。
（例）本国（外国）ロー・ファームが加入している保険による場合

本国ロー・ファームである○○事務所（LLP）が加入している賠償責任保険により担保されています。同保険は，定期的な更新契約もなされており，十分な賠償能力が維持されています。

同ロー・ファーム及び所属している事務所の収支及び資金計画等の財政的基盤に問題はありません。

　　　（例）本国（外国）ロー・ファームの資産及び同ロー・ファームが加入している保険による場合

本国ロー・ファームである○○事務所（LLP）が保証を誓約しており，十分な賠償能力が維持されています。さらに，同ロー・ファームが加入している賠償責任保険が付保されています。

同ロー・ファーム及び所属している事務所の収支及び資金計画等の財政的基盤に問題はありません。
（例）単独開業の場合

個人で加入している弁護士賠償保険により担保されており，また，この十分な保証内容を有する保険は，定期的に更新契約がなされています。
本人及び経営している事務所の収支及び資金計画等の財産的基盤に問題はありません。
　

7　外国法事務弁護士としての活動により依頼者に損害を与えたとして損害賠償を請求されたことの有無。（ある場合は，その概要。）
以上のとおり申告するとともに，その内容が事実と相違しない旨を誓約します。

申告人（外国法事務弁護士）

氏名（Name in full /Print)

　署名（Signature)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上の申告に記載された事務所に関する内容が，事実と相違しない旨を保証します。

事務所代表者名（Name in full /Print)

　署名（Signature)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

